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病床数を増床するに当たって必要となる医療法上の手続きについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．目標の 400 床を確保するには 

◎県知事の許可が必要となる。 

関連法令：医療法第七条・七条の二・三十一条 

  

→ 七条の二の原則論では許可は下りない。 

 

２．どうすれば確保できるのか 

◎他の病院が病床数を返上すれば、七条の二の基準病床数の条件をクリアで

きる。 

 ・返上（廃院）する病院が必要。 

 ・返上した病床から、必要数を確保する。 

  

→ 返上された病床は、公募により資格等の審査を経て配分されるため、

確保できる保証はない。（県医療政策室より） 

３．他の病院との統合等による確保は可能か 

◎病床等に係る特例による、病床数の確保。 

  関連法令：医療法第三十条の三第六項 

       医療法施行令第五条の三第三号 

       医療法施行規則第三十条の三十二第二号 

  

 → この法令は基本的には、急激な人口増加が見込まれる等の理由によ

り、基準病床数を超えてもそれを基準病床数として認めることができ

るものである。よって今回のケースは現状のままではこの法令は適用

できない。 

参考：医療法通知総覧 

〈医療計画について平成１５年５月２３日医政発第 0523002 号〉 
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      ４．新たに定められる特例により再編が可能となる。 

◎今回追加される予定（H18 年 5 月施行予定）の特例により、統合（再編）

による４００床の病院を開設することは、基本的には問題はない。 

 

（具体的な内容） 

医療法施行規則第三十条の三十二第二号（医療計画における特定の病床等

に係る特例）に基づく厚生労働大臣が認める事情として、「再編後の病床数

の合計数が再編前の複数の病院の病床数の合計に比べて減っているとき」を

追加する。 

  

→ これにより、公立病院と民間病院の統合など、開設主体の異なる病院

同士の再編が可能となる。 

５．都道府県医療審議会の関与について 

◎医療法第三十条の七に定める都道府県医療審議会の意見を聴いての知事

の申請者に対する勧告については、公的病院以外に適用されるものであ

る。 

 

 → 七条の二の病床に係る申請については、公的病院は対象とならない。 

   参考：医療法通知総覧 

     〈医療計画について平成１５年５月２３日医政発第 0523002 号〉 

 

 → しかしながら、医療法第三十条の三第六項に基づく特例による申請に

ついては、県医療審議会に諮ることが必要となる。 

参考：医療法通知総覧 

〈医療計画について平成１５年５月２３日医政発第 0523002 号〉 
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◎医療法（昭和２３年７月３０日法律第２０５号） 

最終改正：平成１６年１２月３日法律第１５４号 

 

第二章 病院、診療所及び助産所 

 

第七条 病院を開設しようとするとき、医師及び歯科医師でない者が診療所を開

設しようとするとき、又は助産師でない者が助産所を開設しようとするときは、

開設地の都道府県知事（診療所又は助産所にあっては、その開設地が保健所を設

置する市又は特別区の区域にある場合においては、当該保健所を設置する市の市

長又は特別区の区長。第八条から第九条まで、第十二条、第十五条、第十八条、

第二十四条及び第二十七条から第三十条までの規定において同じ。）の許可を受け

なければならない。 

２ 病院を開設した者が、病床数、次の各号に掲げる病床の種別（以下「病床の

種別」という。）その他厚生労働省令で定める事項を変更しようとするとき、又は

医師及び歯科医師でない者で診療所を開設したもの若しくは助産師でない者で助

産所を開設したものが、病床数その他厚生労働省令で定める事項を変更しようと

するときも、厚生労働省令で定める場合を除き、前項と同様とする。 

 一 精神病床（病院の病床のうち、精神疾患を有する者を入院させるためのも

のをいう。以下同じ。） 

 二 感染症病床（病院の病床のうち、感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律（平成十年法律第百十四号）第六条第二項に規定する一類感染

症、同条第三項に規定する二類感染症及び同条第八項に規定する新感染症の患者

を入院させるためのものをいう。以下同じ。） 

 三 結核病床（病院の病床のうち、結核の患者を入院させるためのものをいう。

以下同じ。） 

 四 療養病床（病院又は診療所の病床のうち、前三号に掲げる病床以外の病床

であって、主として長期にわたり療養を必要とする患者を入院させるためのもの

をいう。以下同じ。） 

 五 一般病床（病院の病床のうち、前各号に掲げる病床以外のものをいう。以

下同じ。） 

３ 診療所に療養病床を設けようとするとき、又は診療所の療養病床の病床数そ

の他厚生労働省令で定める事項を変更しようとするときは、厚生労働省令で定め

る場合を除き、当該診療所の所在地の都道府県知事の許可を受けなければならな

い。 

４ 都道府県知事又は保健所を設置する市の市長若しくは特別区の区長は、前三

項の許可の申請があつた場合において、その申請に係る施設の構造設備及びその
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有する人員が第二十一条及び第二十三条の規定に基づく厚生労働省令の定める要

件に適合するときは、前三項の許可を与えなければならない。 

５ 営利を目的として、病院、診療所又は助産所を開設しようとする者に対して

は、前項の規定にかかわらず、第一項の許可を与えないことができる。 

 

第七条の二 都道府県知事は、次に掲げる者が病院の開設の許可又は病院の病床

数の増加若しくは病床の種別の変更の許可の申請をした場合において、当該申請

に係る病院の所在地を含む地域（当該申請に係る病床が療養病床又は一般病床（以

下この項において「療養病床等」という。）のみである場合は第三十条の三第一項

の規定により当該都道府県が定める医療計画（以下この条において単に「医療計

画」という。）において定める第三十条の三第二項第一号に規定する区域とし、当

該申請に係る病床が精神病床、感染症病床又は結核病床（以下この項において「精

神病床等」という。）のみである場合は当該都道府県の区域とし、当該申請に係る

病床が療養病床等及び精神病床等である場合は同号に規定する区域及び当該都道

府県の区域とする。）における病院の病床（当該申請に係る病床が療養病床等であ

る場合は、診療所の療養病床を含む。）の当該申請に係る病床の種別に応じた数（当

該申請に係る病床が療養病床等のみである場合は、その地域における療養病床及

び一般病床の数）が、同条第四項の厚生労働省令で定める標準に従い医療計画に

おいて定めるその地域の当該申請に係る病床の種別に応じた基準病床数（当該申

請に係る病床が療養病床等のみである場合は、その地域における療養病床及び一

般病床に係る基準病床数）に既に達しているか、又は当該申請に係る病院の開設

若しくは病床数の増加若しくは病床の種別の変更によってこれを超えることにな

ると認めるときは、前条第四項の規定にかかわらず、同条第一項又は第二項の許

可を与えないことができる。 

 一 第三十一条に規定する者 

 二 国家公務員共済組合法（昭和三十三年法律第百二十八号）の規定に基づき

設立された共済組合及びその連合会 

 三 地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号）の規定に基づ

き設立された共済組合 

 四 前二号に掲げるもののほか、政令で定める法律に基づき設立された共済組

合及びその連合会 

 五 私立学校教職員共済法（昭和二十八年法律第二百四十五号）の規定により

私立学校教職員共済制度を管掌することとされた日本私立学校振興・共済事業団 

 六 健康保険法（大正十一年法律第七十号）の規定に基づき設立された健康保

険組合及びその連合会 

 七 国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）の規定に基づき設立さ
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れた国民健康保険組合及び国民健康保険団体連合会 

 八 国の委託を受けて健康保険法第百五十条、船員保険法（昭和十四年法律第

七十三号）第五十七条ノ二及び厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）

第七十九条の施設として病院を開設する者 

２ 都道府県知事は、前項各号に掲げる者が診療所の療養病床の設置の許可又は

診療所の療養病床の病床数の増加の許可の申請をした場合において、当該申請に

係る診療所の所在地を含む地域（医療計画において定める第三十条の三第二項第

一号に規定する区域をいう。）における療養病床及び一般病床の数が、第三十条の

三第四項の厚生労働省令で定める標準に従い医療計画において定める当該区域の

療養病床及び一般病床に係る基準病床数に既に達しているか、又は当該申請に係

る療養型病床群の設置若しくは療養型病床群に係る病床数の増加によってこれを

超えることになると認めるときは、前条第四項の規定にかかわらず、同条第三項

の許可を与えないことができる。 

３ 前二項の場合において、都道府県知事は、当該地域における既存の病床数及

び当該申請に係る病床数を算定するに当たっては、第三十条の三第四項の厚生労

働省令で定める標準に従い医療計画において定めるところにより、病院又は診療

所の機能及び性格を考慮して、必要な補正を行わなければならない。 

４ 第一項又は第二項の場合において、都道府県知事は、当該地域における既存

の病床数を算定するに当たっては、介護老人保健施設の入所定員数は、厚生労働

省令の定めるところにより、既存の療養病床の病床数とみなす。 

５ 都道府県知事は、第一項又は第二項の規定により前条第一項から第三項まで

の許可を与えない処分をしようとするときは、あらかじめ、都道府県医療審議会

の意見を聴かなければならない。 

６ 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一

項に規定する独立行政法人をいう。）のうち政令で定めるもの又は日本郵政公社は、

病院を開設し、若しくはその開設した病院につき病床数を増加させ、若しくは病

床の種別を変更し、又は診療所に療養病床を設け、若しくは診療所の療養病床の

病床数を増加しようとするときは、あらかじめ、その計画に関し、厚生労働大臣

に協議（政令で特に定める場合は、通知）をしなければならない。その計画を変

更しようとするときも、同様とする。 

 

第九条 病院、診療所又は助産所の開設者が、その病院、診療所又は助産所を廃

止したときは、十日以内に、都道府県知事に届け出なければならない。 

 

第二章の二 医療計画 

 



 

 - 4 -

第三十条の三 都道府県は、当該都道府県における医療を提供する体制の確保に

関する計画（以下「医療計画」という。）を定めるものとする。 

２ 医療計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 主として病院の病床（次号に規定する病床並びに精神病床、感染症病床及

び結核病床を除き、診療所の療養病床を含む。）の整備を図るべき地域的単位とし

て区分する区域の設定に関する事項 

 二 二以上の前号に規定する区域を併せた区域であって、主として厚生労働省

令で定める特殊な医療を提供する病院の療養病床又は一般病床であって当該医療

に係るものの整備を図るべき地域的単位としての区域の設定に関する事項 

 三 療養病床及び一般病床に係る基準病床数、精神病床に係る基準病床数、感

染症病床に係る基準病床数並びに結核病床に係る基準病床数に関する事項 

 四 地域医療支援病院の整備の目標その他機能を考慮した医療提供施設の整備

の目標に関する事項 

 五 医療提供施設の設備、器械又は器具の共同利用等病院、診療所、薬局その

他医療に関する施設の相互の機能の分担及び業務の連係に関する事項 

 六 休日診療、夜間診療等の救急医療の確保に関する事項 

 七 へき地の医療の確保が必要な場合にあっては、当該医療の確保に関する事

項 

 八 医師及び歯科医師並びに薬剤師、看護師その他の医療従事者の確保に関す

る事項 

 九 前各号に掲げるもののほか、医療を提供する体制の確保に関し必要な事項 

３ 前項第四号から第九号までの事項を定めるに当たっては、同項第一号に規定

する区域ごとの医療を提供する体制が明らかになるように定めなければならない。 

４ 第二項第一号及び第二号に規定する区域の設定並びに同項第三号に規定する

基準病床数に関する標準（療養病床及び一般病床に係る基準病床数に関する標準

にあっては、それぞれの病床の種別に応じ算定した数の合計数を基にした標準）

は、厚生労働省令で定める。 

５ 都道府県は、第二項第三号に規定する基準病床数を定めようとする場合にお

いて、急激な人口の増加が見込まれることその他の政令で定める事情があるとき

は、政令で定めるところにより、同号に規定する基準病床数に関し、前項の標準

によらないことができる。 

６ 都道府県は、第十四項の規定により当該都道府県の医療計画が公示された後

に、急激な人口の増加が見込まれることその他の政令で定める事情があるときは、

政令で定めるところにより算定した数を、政令で定める区域の第二項第三号に規

定する基準病床数とみなして、病院の開設の許可の申請その他の政令で定める申

請に対する許可に係る事務を行うことができる。 
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７ 都道府県は、第十四項の規定により当該都道府県の医療計画が公示された後

に、厚生労働省令で定める病床を含む病院の開設の許可の申請その他の政令で定

める申請があつた場合においては、政令で定めるところにより算定した数を、政

令で定める区域の第二項第三号に規定する基準病床数とみなして、当該申請に対

する許可に係る事務を行うことができる。 

８ 都道府県は、医療計画を作成するに当たっては、他の法律の規定による計画

であって医療の確保に関する事項を定めるものとの調和が保たれるようにすると

ともに、公衆衛生、薬事、社会福祉その他医療と密接な関連を有する施策との連

係を図るように努めなければならない。 

９ 都道府県は、医療計画を作成するに当たって、当該都道府県の境界周辺の地

域における医療の需給の実情に照らし必要があると認めるときは、関係都道府県

と連絡調整を行うものとする。 

１０ 都道府県は、少なくとも五年ごとに医療計画に再検討を加え、必要がある

と認めるときは、これを変更するものとする。 

１１ 都道府県は、医療に関する専門的科学的知見に基づいて医療計画の案を作

成するため、診療又は調剤に関する学識経験者の団体の意見を聴かなければなら

ない。 

１２ 都道府県は、医療計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、

都道府県医療審議会及び市町村（救急業務を処理する一部事務組合及び広域連合

を含む。）の意見を聴かなければならない。 

１３ 都道府県は、医療計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを厚

生労働大臣に提出するとともに、その内容を公示しなければならない。 

 

第三十条の七 都道府県知事は、医療計画の達成の推進のため特に必要がある場

合には、病院若しくは診療所を開設しようとする者又は病院若しくは診療所の開

設者若しくは管理者に対し、都道府県医療審議会の意見を聴いて、病院の開設若

しくは病院の病床数の増加若しくは病床の種別の変更又は診療所の療養病床の設

置若しくは診療所の療養病床の病床数の増加に関して勧告することができる。 

 

第三章 公的医療機関 

 

第三十一条 この章において、「公的医療機関」とは、都道府県、市町村その他厚

生労働大臣の定める者の開設する病院又は診療所をいう。 
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医療法施行令（昭和二十三年十月二十七日政令第三百二十六号） 

最終改正：平成一六年三月一九日政令第四八号 

 

（基準病床数の算定の特例） 

第五条の三  法第三十条の三第六項 に規定する政令で定める事情は、次に掲げ

る事情とする。  

一  急激な人口の増加が見込まれること。  

二  特定の疾病にり患する者が異常に多くなること。  

三  その他前二号に準ずる事情として厚生労働省令で定める事情があること。  
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医療法施行規則（昭和二十三年十一月五日厚生省令第五十号） 

最終改正：平成一七年一二月二二日厚生労働省令第一七二号 

 

（特定の病床等に係る特例）  

第三十条の三十二  令第五条の三第一項第三号 に規定する厚生労働省令で定め

る事情は、次に掲げる事情とする。  

一  山間地、離島等の交通条件に恵まれない地域において病院の病床又は診療所

の療養病床の確保が必要になること。  

二  その他前号に準ずる事情として厚生労働大臣が認める事情があること。  

 



資料１の３ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

病床数を増床するに当って必要となる 

医療法上の手続き 

～ その他資料 ～ 




























